
 

 

令和３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１ 県は，子ども・子育て支援新制度の円滑な実施を図るため，私立学校の認定こども園等へ

の移行準備に要する経費について，当該私立学校を設置する者に対し，予算の範囲内において，

認定こども園等移行準備支援補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし，その交付

等に関しては，補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか，この要綱の定めるところによる。 

 

 （定義） 

第２ この要綱において，「私立学校」とは，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規

定する私立の幼稚園（学校法人立幼稚園に限る。）で，令和３年４月１日において現に存するも

のをいう。 

 

 （補助対象事業） 

第３ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は，教育支援体制整備事業費

交付金（認定こども園設置促進事業）実施要領（平成２７年５月２１日付け文部科学省初等中

等教育局長裁定，令和３年４月１日一部改正）別紙４に定める認定こども園等への円滑な移行

のための準備業務とする。 

 

 （補助対象者） 

第４ 補助金の補助対象者は，就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関

する法律（平成１８年法律第７７号）第３条及び第１７条で定める認定こども園の認可・認定

又は子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２７条第１項の特定教育・保育施設

の確認（以下「認定こども園の認可等」という。）を受けていない私立学校を設置する学校法人

とする。 

 

 （補助対象経費） 

第５ 補助金の補助対象経費は，認定こども園の認可等に係る申請書作成等の業務を行うために

新たに雇用した事務職員等の雇上費のうち令和３年度に発生し，支出を行った経費とし，１園

当たり１，６００千円を上限額とする。 

 

（補助金の額の算定） 

第６ 補助金の額は，補助対象経費に２分の１を乗じて算定された額を千円未満切り捨てた額と

する。 

 

 （補助金の減額等） 

第７ 知事は，補助金を申請した者が，補助金の申請書等に不実の記載をしたとき，補助金の交

付目的若しくは交付決定内容又はこれに付した条件に違反したとき等には，第６の規定により



 

 

算出した補助金額の全部又は一部を減額することがある。 

 

 （交付の申請） 

第８ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は，別記様式第１号によるものと

し，その提出期限は知事が別に定める日とする。 

２ 規則第３条第２項により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は，次のとおりと

する。 

 （１）事業計画書（別紙１） 

 （２）交付申請年度の収支予算書（補正後最新のもの） 

 （３）その他知事が必要と認める書類 

３ 第１項の申請をするに当たっては，当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち，消費税法（昭和６３年法律

第１０８号）及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に基づく仕入に係る消費税及び地方

消費税として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た額をいう。以下同じ。）を減額して申

請しなければならない。ただし，申請時において当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入

控除税額が明らかでないものについては，この限りでない。 

 

 （交付の条件） 

第９ 規則第５条の規定により付する条件は，次のとおりとする。 

（１）補助金の交付の決定を受けた者が当該補助事業の内容を変更しようとするときには，別 

記様式第２号により知事の承認を受けなければならない。ただし，補助金交付決定額の変 

更を伴わない軽微な変更にあってはこの限りではない。 

（２）全ての県税に滞納がないこと。 

 

 （実績報告） 

第１０ 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は，別記様式第３号によるも

のとし，補助事業が完了した日の翌日から起算して３０日を経過した日又は令和４年４月１０日

のいずれか早い日までに提出しなければならない。 

２ 規則第１２条第１項の規定により補助事業実績報告書に添付しなければならない書類は，次

のとおりとする。 

 （１）事業実績内訳書（別紙２） 

 （２）支出計算書（補助事業に係る収支が記載されたもの） 

 （３）その他知事が必要と認める書類 

３ 第１項の補助事業実績報告書を提出するに当たって，当該補助金に係る消費税及び地方消費

税仕入控除税額が明らかになった場合には，これを補助金額から減額して報告しなければなら

ない。 

 

 （補助金の交付方法） 

第１１ 補助金は，規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。 



 

 

 

 （決定の取消し等） 

第１２ 知事は，補助金の交付決定を受けた者が第７の規定に該当するときは，交付決定の全部

又は一部を取り消すことがある。 

２ 前項の規定は，補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用す

ることができる。 

 

 （補助金の返還） 

第１３ 知事は，補助金の交付を取り消した場合において，補助事業の当該取消しに係る部分に

関し，既に補助金が交付されているときは，規則第１７条第１項の規定により，期限を定めて，

その返還を命じるものとする。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４ 補助事業者は，補助金の交付の申請時において補助金に係る消費税及び地方消費税仕入

控除税額が明らかでないものであって，補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により

当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には，別記様式第４号に

より速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は，前項の報告があった場合には，当該消費税及び地方消費税仕入控除税額に相当する

額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は，令和３年６月１６日から施行し，令和３年度予算に係る補助金に適用する。 



 

 

様式第１号 

 

令和３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金交付申請書 

 

第    号 

令和   年   月   日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

（申請者） 

法人所在地又は住所 

 

法人名及び代表者名               印 

 

 令和３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金に係る事業を別紙事業計画書のとおり実施

したいので，補助金等交付規則第３条の規定により金         円を交付されるよう関

係書類を添えて申請します。 

 

（申請額内訳）                （単位：円） 

幼稚園名 申請金額 

  

  

  

計  

 

（添付書類） 

１ 事業計画書（別紙１） 

２ 令和３年度収支予算書（補正後最新のもの） 

 

 

〔担当者氏名：          〕 

〔電 話 番 号：          〕 

〔F A X 番 号：          〕 

〔メ ー ル ア ド レ ス：          〕 



 

 

別紙１ 

 

令和３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金に係る事業計画書 

 

【幼稚園名：            】 

 

（単位：円） 

補助対象経費 補助申請額 

費目 積算内訳 金額  

    

計   

 

【作成上の注意】 

（１）一の設置者において，複数の学校に係る事業計画を有している場合には，学校ごとに別葉

で作成すること。 

（２）複数の職員を雇用する場合は，各人ごとに補助対象経費を記載すること。 

（３）補助対象外業務を兼務している場合は，補助対象業務に係る費用が確認できるよう積算内

訳を記載すること。



 

 

様式第２号 

 

令和３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金に係る事業計画変更承認申請書 

 

第    号 

令和  年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

（申請者） 

法人所在地又は住所 

 

法人名及び代表者名               印 

 

 令和３年  月  日付け宮城県（私公）指令第   号で交付決定の通知のありました令和

３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金に係る事業について，事業の内容を下記のとおり

変更したいので，承認されるよう関係書類を添えて申請します。 

記 

１ 変更の理由 

 

 

 

 

 

２ 変更の内容 

 

 

 

 

 

（添付書類） 

 

 

〔担当者氏名：          〕 

〔電 話 番 号：          〕 

〔F A X 番 号：          〕 

〔メ ー ル ア ド レ ス：          〕 



 

 

様式第３号 

 

令和３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金に係る事業実績報告書 

 

第    号 

令和  年  月  日 

 

 

 宮城県知事          殿 

 

 

（申請者） 

法人所在地又は住所 

 

法人名及び代表者名               印 

 

 令和  年  月  日付け宮城県（私公）指令第   号で交付決定の通知のありました令

和３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金に係る事業について，別紙のとおり実施しまし

たので，補助金等交付規則第１２条の規定により関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

（添付書類） 

１ 事業実績内訳書（別紙２） 

２ 支出計算書（本事業に係る収支が記載されているもの） 

３ 補助対象経費の支出を証する書類の写し（雇用契約書，賃金台帳，出勤簿，業務日誌，社会

保険等の領収書等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔担当者氏名：          〕 

〔電 話 番 号：          〕 

〔F A X 番 号：          〕 

〔メ ー ル ア ド レ ス：          〕 



 

 

別紙２ 

 

令和３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金に係る事業実績内訳書 

 

【幼稚園名：            】 

 

認定こども園の認可等を受けた日：令和  年  月  日 

 

（単位：円） 

補助対象経費 補助額 

費目 積算内訳 実績額  

    

計   

 

【作成上の注意】 

（１）一の設置者において，複数の学校に係る事業計画を有している場合には，学校ごとに別葉

で作成すること。 

（２）複数の職員を雇用した場合は，各人ごとに補助対象経費を記載すること。 

（３）補助対象外業務を兼務している場合は，補助対象業務に係る費用が確認できるよう積算内

訳を記載すること。 

 

 

 

 

 



 

 

様式第４号 

 

令和３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金に係る 

消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書 

 

 

第    号 

令和  年  月  日 

 

 

 

 宮城県知事         殿 

 

 

（申請者） 

法人所在地又は住所 

 

法人名及び代表者名               印 

 

                    

 

 令和  年  月  日付け宮城県（私公）指令第   号で交付決定の通知のありました令

和３年度私立認定こども園等移行準備支援補助金に係る事業について，下記のとおり報告します。 

 

                   記 

１ 補助金額（県が補助金の額の確定通知書により通知した額） 

 

                         金            円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税仕入控除税額（要補助金

等返還相当額） 

 

                         金            円 

 

３ 添付資料 

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し，課税売上割合等が把握できる資料，特

定収入の割合が確認できる資料）を添付すること。 

 

 


